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中高層建築物の建築に係る 

紛争の予防及び調整等について 

 

 高い建物が建築されると、周辺住宅の日照を妨げたり、テレビが見えにくくなったり、

工事中の騒音や振動によって、建築主と近隣の方々との間で紛争が生じることが少なくあ

りません。この紛争の予防や調整のため、名古屋市では、事前に建築計画の説明などを建

築主に義務付けた「名古屋市中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び調整等に関する条

例」が定められています。（平成１２年４月１日施行） 

 

◇この条例の対象となる建築物（中高層建築物）は次の表１に掲げるものです。 

表 1 

 地域又は区域 建 築 物 

① 第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

軒高が７ｍを超える建築物 

又は地階を除く階数が３以上の建築物 

② 第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

第一種住居地域・第二種住居地域・準住居地域

近隣商業地域 

（容積率が２００％又は３００％の地域） 

準工業地域 

用途地域の指定のない区域 

高さが１０ｍを超える建築物 

又は地階を除く階数が４以上の建築物 

③ 近隣商業地域 

（容積率が４００％の地域） 

商業地域 

（準防火地域内で容積率が４００％の地域） 

( 1)  高さが１５ｍを超える建築物 

( 2)  高さが１０ｍを超える建築物又は地階を

除く階数が４以上の建築物のうち、冬至

日の真太陽時による午前９時から午後３

時までの間において、①又は②左欄に掲

げる地域又は区域内の法定水平面※に日

影を生じさせるもの 

④ 商業地域（③に掲げるものを除く。） 

工業地域 

( 1)  ③右欄( 1 )に掲げる建築物 

( 2)  ③右欄( 2 )に掲げる建築物 

⑤ 工業専用地域 ③右欄(2 )に掲げる建築物 

 

※ 法定水平面  建築基準法第５６条の２より次の表２に掲げる高さの位置になります。   表 2 

地域又は区域 法定水平面（平均地盤面からの高さ） 

第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域 

用途地域の指定のない区域（容積率が１００％の区域） 

１．５ｍ 

上記以外の地域又は区域 ４ｍ 



中高層建築物の建築計画の事前公開、届出及び報告について 

 

◇建築確認申請の前に、次のような手続きが必要となります。 

 

 

※１ 建築主等 建築主、設計者、工事監理者及び工事施工者をいいます。 

※２ 近隣関係者（次のア又はイに該当する場合）へ個別に説明することを建築主等に義務付けていま

す。ただし、表 1 の④右欄( 1 )の建築物の場合は、建築主等への申出が必要です。 

ア 建築予定地の敷地境界線から１０ｍ以内の敷地にある建築物の所有者・居住者 

イ 中高層建築物の建築により、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間におい

て、当該中高層建築物の平均地盤面上で２時間以上日影を生じる範囲にある建築物の居住者 

※３ 周辺関係者（次のア又はイに該当する場合）から申出があった場合は、説明することを建築主等

に義務付けています。 

ア 建築予定地の敷地境界線から５０ｍ以内の敷地にある建築物の所有者・居住者 

   イ テレビ放送の電波の著しい受信障害が生じるおそれのある建築物の所有者・居住者 

   説明状況等報告書の提出 

近隣関係者等への説明

建築確認申請 

標識の設置及び届出 

◇建築主等は、教育施設等に日影となる部分を生じさせ

る場合には、日影について配慮し、当該施設の設置者

と協議しなければなりません。 

◇建築主等（※１)は、近隣関係者(※２)に建築計画の

概要、工事の概要、日影の影響、テレビ電波受信障害

の改善対策等について説明を行わなければなりません。

また、説明の要求があれば周辺関係者(※３)にもこれ

らの説明を行わなければなりません。 

◇建築主は、標識設置日から起算して２０日を経過した

日以後で、建築確認申請をする７日前までに説明状況

等報告書を提出しなければなりません。 ７日以上

２０日以上 ２７日以上 

◇建築主は確認申請をする２７日前までに、建築敷地の

見やすい場所に建築物の概要を記載した標識を設置し

なければなりません。 

◇建築主は、標識設置後速やかに標識設置届を提出しな

ければなりません。（７日以内） 

◇建築主等は、テレビ電波受信障害が生じるおそれの有

る場合は、あらかじめ調査を行い、被害を受けるおそ

れのある方と協議し、電波障害が生じた場合には改善

の措置をとらなければなりません。 



共同住宅型集合建築物について 

 

◇共同住宅型集合建築物とは 

共同住宅の用途に供する建築物（他の用途が併存するものを含む。）で、階数が２以上、かつ、住

戸の数が１０以上のものをいいます。 

 

○ 共同住宅型集合建築物の建築主は、以下の事項について必要な措置をとらなければなりません。あ

わせて共同住宅型集合建築物建築計画書を建築確認申請の７日前までに提出しなければなりません。 

 

① 駐車場に関する事項（必要台数は、地域又は区域ごとの設置率(住戸数の７割～３割以上)による） 

② 駐輪場に関する事項（必要台数は、住戸の数に対して５割以上） 

③ 住戸の床面積及び天井高に関する事項（床面積１８㎡以上、居室の天井の高さ２．３ｍ以上） 

④ ワンルーム形式住戸（床面積が３０㎡未満のもの）の管理に関する事項 

⑤ ごみの保管場所に関する事項 

⑥ 敷地内の緑化に関する事項 

 

中高層建築物の紛争解決のために（あっせん・調停） 

 

◇紛争当事者間の話し合い 

中高層建築物の建築に関して条例で取り扱う紛争の内容は、本来、民事上の問題（私人間の問題）

です。したがって、問題が生じた場合には、まず当事者間でよく話し合ってください。当事者間で、

お互いの立場を尊重し互譲の精神をもって話し合いにより解決していただくことが基本です。 

 

 

◇調整の手続き（あっせん・調停） 

紛争当事者間の話し合いで紛争が解決しない場合は、当該紛争に係る中高層建築物の工事の着手前ま

でに、当事者双方が市へ申出ることにより次のような調整の手続きがあります。 

あっせん 

当事者双方に和解の意思があり双方からの申出があった場合には、市は建築主と近隣

関係者等の間に入って問題点の整理や助言などを行い、双方の話し合いによって解決を

目指します。 

調  停 

当事者双方に和解の意思があり双方からの申出があった場合には、市は建築紛争調停

委員会※に付託し、調停小委員会により専門的かつ公平な立場で、双方から事情を聴取

して調停を行います。 

※ 建築紛争調停委員会は、法律・建築・行政その他に関し経験及び知識を有する者のうちから市長が

委嘱した委員１０人で構成し、実際の調停は３人以上で構成する調停小委員会で行います。 

 


